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「未病改善」「健康寿命の延伸」概念を核としたまちづくりの現状とモデル化 

Study and Model Building on the Town Management based on 
the Concepts of ‘Prevention of Diseases in Presymptomatic Stage’ and 

‘Extension of Healthy Life Expectancy’ 
 

小堀清次（堺市議会議員） 

KOBORI, Seiji（Sakai City Councillor） 
 

（１）これまでの都市政策では、高度医療産業都市の構築が重視されてきた。しかし医療費
や社会的コストの急増、ＱＯＬ（生活の質）の観点の重視とともに、公共政策的には、そもそ
も病気にならない「未病」段階での対策や、健康のまま寿命を延ばす「健康寿命」の考え方の
方が重要ではないかという視点があらわれてきた。本研究では、このような新しい視点にた
つ先鋭的な事例を研究し、そのまちづくりの可能性について検討をおこなう。 
（２）新しい概念１「未病」とは、歴史のある古い言葉であり、「病気ではないが、健康では
ない状態」を指し、この改善が病気予防に重要と考えられるようになった。健康と病気の中間
状態概念、すなわち、二分法の否定である点が優れていること、未病改善は介護予防に近いが
用語的には優れており、グレーゾーンを直視する勇気をあたえる。「介護予防」から「未病」
へ言い換えることにより、抵抗感を与えず、前向きに健康づくりをできる概念である。新しい
概念２「健康寿命」とは、健康に生活できる期間を指し、これと寿命との差の非健康期間がＱ
ＯＬに大きく影響すること、たんなる寿命ではなく、「健康寿命の延伸」が高齢者のＱＯＬに
とって重要となる。また、①健康寿命の延伸を伴わない長寿化では「当人のＱＯＬ」は低下し
「医療費」は増大する、②健康寿命の延伸を伴なう長寿化では「当人のＱＯＬ」は向上し「医
療費」は増大しない、ことから、健康寿命の延伸も未病改善と似た概念として重要である。「介
護保険法改正」（2006 年）により介護予防概念が重要となったが、「介護予防」という概念は
イメージ的に問題があり、新しくキーコンセプトである「未病」と「健康寿命」の概念が重要
となってきている。 
（３）事例としては、神奈川、高石、阪南、吹田、柏、江古田などを分析した。 
（３ａ）神奈川県における「未病改善」の取り組みでは、知事みずからが、「いのちプロジェ
クト」知事就任あいさつ（2011 年）、「いのち全開宣言」（2013 年）、「未病を治すかながわ宣
言」（2014 年）、「かながわ未病改善宣言」（2016 年）をおこない、具体的取組として１）普及
啓発の手法（「かながわ未病改善協力制度」「未病センター」「未病サポーター」養成研修）、２）
未病改善の取り組み（啓発の取り組み、「ライフステージに応じた未病改善」、「未病改善の進
化」、「健康寿命日本一戦略会議」（2013 年）、企業等による「健康支援プログラム」（2016 年）、
「医食農同源」などを展開、とくに「未病概念」を高齢者に限らず全世代（①子ども、②高校
生、③「未病女子」）に広げているところが優れている。（３ｂ）つぎに、高石市、阪南市にお
けるスマートウエルネスシティの取り組みは、健康ポイントなどのインセンティブ政策面で
すぐれており、「健康マイスター」（2016 年～）、全国的な「健幸アンバサダー」の認定を推進
した。（３ｃ）北大阪健康医療都市（健都）の取り組みは、本格的な健康都市づくりの先駆け
である。中核施設を中心に健康公園の整備をおこなっている。事業概要としては、①国立循環
器病研究センター、②ＪＲ西日本の複合商業施設、③市立吹田市民病院、④健康増進公園、⑤
高齢者向けウエルネス住宅、⑥集合分譲住宅、⑦複合医療産業拠点（医療クラスター）「健都
イノベーションパーク」、⑧健康増進遊歩道（緩衝緑地）からなっている。（３ｄ）ＵＲの健康
住宅プロジェクト群として、１）ＵＲ柏プロジェクトの地域包括ケアシステム、豊四季台にお
ける地域医療福祉、２）ＵＲ江古田の杜プロジェクトのリブインラボの概要などがある 
（４）このような事例を分析した結果、健康政策は、まちづくりから医学までを包摂し、非
常に幅広い概念であること、なかでも新しい公共政策のパラダイムである「未病」や「健康
寿命」をキーとした「健康都市づくり」は多様な要素を含むので、本研究では、まず独自の試
みとして、年代特性から時間的枠組みをつくり、同心円的モデルから空間的枠組みをつくり、
最後に両者をかけあわせた時空間マトリックスをつくることを提案した。 
（５）時間的枠組みモデル（年代別モデル）を考える意義としては、１）中年期から高齢期に
かけ、もっとも重要な問題は、「がん」と「生活習慣病」である。２）ところが、７０歳代で
は、また別の課題がでてくる。各種筋肉の衰えであり、これに対する対策として、「生活習慣
病」とは別の「筋肉トレーニング」や「良質のタンパク質の摂取」などの視点が重要となる。
３）さらに８０才代になると、介護予防、認知症対策などでＰＰＫを目指すことが重要とな
ってくる。これらから、以下のような３期の年代区分モデルをつくれる。★第Ⅰ期＝生活習慣
病予防期（40 歳から 64歳）。★第Ⅱ期＝フレイル予防期（65歳から 74 歳）フレイル（日本老
年医学会 2014 年）、サルコペニア（ＥＷＧＳＯＰ）、オーラルフレイル、ロコモティブシンド
ローム（日本整形外科学会 2007 年）などの概念が重要で、この時期が「未病」「介護予防」の
時期といえる。★第Ⅲ期＝介護・認知症対策期（75 歳から）地域包括ケアシステム、認知症
対策、認知症の早期発見方法、地域とのつながりなどが重要となる。 
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（６）さらに、人間をとりまく生活空間を同心円的に「人間」→「家（住居）」→「サービス
拠点」→「社会環境・コミュニティ」→「公園などの外部インフラ」の順で分類した。 
（７）この同心円的空間枠組みと、前章の、時間的枠組みを重ね合わせることにより、すべ
ての健康政策を、時空間枠組みマトリックスで分類できることを説明した。 
（８）さらに、個々の段階で成功例のモデル化を試み、４つのモデルにまとめた。モデル１
は「まちづくり、公園、拠点づくりの参加促進インフラモデル」である。モデル２は「介護予
防のために必要な居住環境整備モデル」である。モデル３は「人間行動変容・報酬モデル」で
ある。モデル４は「社会参加促進（コミュニティ）モデル」である。 
（９）特に、健康寿命の延伸に必要な運動に無関心な層７割に対し、行動変容をおこすインセ
ンティブポイント政策の有効性を、高石市にてみた。ポイントの成果としては、効果はあり、
参加者の歩数、健康づくり教室への入会者数、国民健康保険の特定健診の参加割合、ポイント
が付与されない高石市内スポーツ施設の年間利用者数、商品券利用、ＢＭＩ値に改善がみとめ
られ、医療費上昇抑制効果が１．４億円あった。 

 

キーワード：未病、健康寿命の延伸、フレイル予防、医療費削減、まちづくり  
Keywords: ‘Prevention of Diseases in Presymptomatic Stage’, Extension of Healthy Life Expectancy’, Flail, 
Reduction of Medical expenditure, Town Management 

 

第Ⅰ章．はじめに－問題の所在（略） 

 

（１）堺市議会議員として 

（２）救急・医療問題に取り組む 

（３）医療政策のパラダイムシフトを 

 

第Ⅱ章．公共政策のパラダイムシフト－治療医学から健康増進へ 

 

１．超高齢社会の到来 

（１）超高齢社会の現状 

（２）医療費について 

（３）医療費削減をめざした「介護保険制度」（2000 年）は最終目的を達成できない。 

 

２．社会保障政策にパラダイムシフトを 

 

（１）社会保障政策の転換を 

１）医療費の増大が高齢者のＱＯＬを高めることに繋がっていない、２）「健康寿命」概念の登場、３）「未

病」概念の登場、４）「７割無関心層」問題 

（２）行動変容を起こす健康長寿のまちづくり 

 

 （Ａ）現状 病気 死亡

当人のＱＯＬ 医療費

死亡 低下 増大

当人のＱＯＬ 医療費

病気 死亡 向上 増加しない健康寿命

（Ｂ）健康寿命の延伸を
伴わない長寿化

（Ｃ）健康寿命の延伸を
伴わう長寿化

健康寿命

健康寿命 病気
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第Ⅲ章．概念の整理－「未病」「健康寿命」 

 

１．健康増進政策のこれまで 

（１）健康づくり政策の歴史 

１）東京オリンピックが始まり（略） 

２）1978 年「第１次国民健康づくり対策計画」＝予防と自覚のすすめ（略） 

３）「成人病」概念（厚生省は 1960 年前後から）：世界の平均寿命の延長の理由を、アンガス・ディートン

は「病気は幼児の腸と胸から出て行って、高齢者の動脈へと移っていく（2014）」と指摘している通り、日

本でも乳児死亡率の減少と、結核対策が功を奏すると同時に「脳血管疾患」、「がん（悪性新生物）」そして

「心疾患」などが死亡順位の上位を占めるようになってきた。こうした脳卒中、がん、心臓病などの 40 歳

前後から死亡率が高くなる疾病を、厚生省は 1960 年前後（昭和 30 年代）から行政用語として「成人病」と

呼称しはじめた。日野原（2013）によると、厚生省が「成人病」と表現した病気は、いずれも老人病である

が、老人病の検診となると壮年層には抵抗感があり、検診を受けてもらえないことを危惧し、用いられた言

葉であった。 

４）「生活習慣病」（日野原 2013 年）：しかし、「成人病」はあいまいな表現である。厚生労働省によると

「成人病」とは、「ある時期に突然発症するのではなく、病原体や有害物質などの外部環境因子や生まれつ

きの遺伝要因のほか、若い頃から食生活や運動、睡眠、喫煙、飲酒、ストレスなどの生活習慣を長年にわた

って積み重ねた結果、発症することが多い」ものとしている。そこで 1978 年に、後の聖路加国際病院理事

長となる医師の日野原重明が「あなたの日常の悪い習慣が作る病気であり、何年も何十年も毎日繰り返して

いるあなたの習慣の中に、何か悪い因子があれば、そのために病気がだんだん作られる。そのような病気を

すべて習慣病と呼べばよい」と提起し、以降、成人病は「生活習慣病」と呼称されることとなった（日野原

2013）。この生活習慣病というネーミングは「生活習慣を改善すれば予防できる病気」として広く国民の理

解を得ることとなった。 

５）「メタボリックシンドローム」（８学会 2005 年）：また 2005 年には「日本内科学会」をはじめとする

「日本肥満学会」、「日本動脈硬化学会」、「日本糖尿病学会」「日本高血圧学会」「日本循環器学会」「日本腎

臓学会」「日本血栓止血学会」の計 8 学会が合同で「メタボリックシンドローム」の疾患概要と診断基準を

策定し、公表した。メタボリックシンドロームとは、厚生労働省によると内蔵肥満に高血圧・高血糖・脂質

代謝異常が組み合わさり、心臓病や脳卒中などの動脈硬化性疾患をまねきやすい病態を指しており、「内臓

脂肪症候群」とよばれてきたものである。メタボリックシンドロームは、血圧・血糖・脂質の値が治療を要

するほど高値でなくとも動脈硬化が進行しやすい状態であることから、生活習慣の改善を広く呼びかけ動脈

硬化の予防を啓発するものである。メタボリックシンドロームの診断基準の一つが腹囲であったこともあ

り、市民の注目も集め、メディア等も盛んに報じたことから、2006 年の流行語にも選ばれ、特定保健指導

の認知度は大いに向上した。このように、単なる健康増進の必要性を啓発するだけでなく、市民が受け入れ

られるための工夫を講じる必要がある。健康寿命の延伸という漠然とした言葉より、神奈川県が進めている

「未病の改善」は市民がイメージしやすく、かつ受け入れやすいものと考えられる。健康寿命の延伸には、

日野原（2013）が示すように、分かりやすく、そして老人病などの様な負のイメージが少ない言葉を当ては

める必要性があると考えられえる。 

（２）介護予防 

１）自宅で介護をうけたい多くの意向（略） 
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２）秋山グラフ：しかし、誰もが年を重ねてもいつまでも健やかで元気に暮らし、ある日突然ピンピンコロ

リ（ＰＰＫ）とはならないのである。秋山（2010）による、加齢に伴う自立度を示す有名なグラフによれ

ば、①男性の内、１割は 80 歳、90 歳まで自立を維持するものの、２割は 70 歳になる前に健康を損ねて死

亡するか重度の介護が必要となる。残る 7 割は 75 歳頃から急速に自立度が落ちていく。②女性では 9 割が

70 代半ばから緩やかに衰えていく事がわかっている。これを要約すると、１）自立度は、女性の方が衰え

が緩やかで、殆どの男性は女性より早く衰える。２）しかし、男性は、少数ではあるが、約１割、自立度を

維持できるエリートがいる、ということになる。 

 

【図３－１】加齢に伴う自立度の変化パターン 出展：秋山（2010）を基に筆写作成 

３）「介護保険法改正」（2006 年）と介護予防概念の認知の重要性（略） 

 

２．新しい概念１「未病」 

（１）「未病」とは 

１）歴史のある古い言葉：「未病」という言葉は、およそ 2200 年前（前漢時代）に編集された中国最古の医

学書「黄帝内経」に登場する言葉であり、「黄帝内経・素問」の「四氣調神大論篇第六章・第一節」の中に

「是故聖人、不治己病治未病」、すなわち「聖人は既病ではなく、未病を治す」と記載され、また日本で

は、1712 年（正徳 2 年）に、福岡藩の儒学者である貝原益軒が「養生訓・総論上」の中で「真の病気に陥

る状態」としており、もともと東洋では、古くから使われてきた言葉ではあった（高橋 2016）。 

２）中間状態概念＝二分法の否定：神奈川県（2017）は、この古い言葉を復活し、「未病の改善」を掲げ、

県民の健康寿命の延伸に取り組んでいる。神奈川県では未病の定義を「健康と病気の間を連続的に変化する

状態」と定義づけ、未病を改善することで、病気になってから病院に行くのではなく、その前に病気自体を

防ぎ、生活習慣病や老化に伴う虚弱化などを予防し、高齢になっても健康的で自立した生活ができる「健康

寿命」を延ばすことに取り組んでいる。未病とは、心身の状態を「健康か病気か」といった明確に二つに分

けられるものとしてとらえるのではなく、心身の状態は健康と病気の間で常に連続的に変化するものとして

とらえる考え方である。 

３）未病改善は介護予防に近い：神奈川県の「未病改善」がめざすものは、特定の疾患の予防にとどまら

ず、心身をより健康な状態に近づけていくことを指しており、厚生労働省が定義する介護予防の概念とも方

向性が一致するものと考えられる。 

４）グレーゾーンを直視する勇気 

（２）「介護予防」から「未病改善」へ－抵抗感を与えず、前向きに健康づくりをできる概念 

 先に述べたように、厚生省は「老人病」では検診の必要な壮年層が抵抗感を感じることから、行政用語と

して「成人病」と呼び換え、また成人病は生活習慣に起因することから、後に「生活習慣病」とした。 
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 介護保険法で位置づける「介護予防」は 65 歳以上の高齢者を対象としているが、身体機能の低下を未だ

実感していない高齢者にはその必要性の訴求力が低い。昨今「老人クラブ」や「老人会」という言葉が高齢

者から忌み嫌われ、老人クラブへの加入者減少に歯止めがかかっていない。こうした動きの中、高齢者を対

象としている活動というイメージを和らげるため、堺市内でも、老人会の名称を「宮寿会」や「洗心会」と

するなどの動きがある。 

 

３．新しい概念２「健康寿命」の延伸を 

（１）健康寿命とは 

 「健康寿命」とは、世界保健機関（ＷＨＯ）が 2000 年に公表した新たな概念であり、０歳における平均

余命である「平均寿命」に対し、「日常的に介護を必要とせず自立した生活を送ることができる期間」であ

ると定義している。即ち、平均寿命から、健康寿命を差し引いた期間が、日常生活に制限のある「不健康な

期間」であると考えることができる。2013 年にスタートした健康日本 21 では、健康寿命の延伸を基本的方

向性に盛り込み、「平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加」を目標として掲げた（辻 2017）。平均寿命

と健康寿命の 10 年近い開きを縮め、日常生活に制限のある期間、即ち要介護状態の期間を圧縮すること

は、個人の健康という問題のみならず、超高齢社会に突入した日本では、公共政策の観点からも極めて重要

である。健康寿命が指し示す健康な期間とは、厚生労働省の指し示す「要介護状態の発生をできる限り防い

でいる期間」であるとも読み取ることができる。また神奈川県の指し示す健康と病気の間である「未病」の

期間であるとも言える。健康状態は個人の問題であるが、公共政策として健康寿命の延伸施策を展開し、成

果を上げることができれば医療費や介護給付費の圧縮を図ることができると考えられる。また、健康は個人

の問題であるが、個人にとっても生活の質（ＱＯＬ）の低下を防ぐことができ、豊かな老後を送ることがで

きると考えられる。 

（２）「健康寿命の延伸」と高齢者のＱＯＬ 

 健康寿命は高齢者自身の生活の質（ＱＯＬ）に関係する。こうした平均寿命と健康寿命の 10 年近い開き

を縮め、日常生活に制限のある期間を圧縮することができれば、高齢者本人の生活の質（ＱＯＬ）の低下を

防ぐことができ、かつ医療費や介護給付費の圧縮を図ることができる。 

 

４．７割無関心層問題 

 厚生労働省では運動習慣を身につけている者を「運動習慣者」と呼び、具体的には週 2 回以上、1 回 30

分以上そして 1 年以上に渡り継続して運動している者としている。しかし、健康を維持していくために必要

な運動を行っている市民は極めて限定的であり、2016 年の国民健康・栄養調査を踏まえると 3 割にも満た

ないことが分かっている。これが健康政策で問題となる「７割無関心層」問題である。適切な食生活を行

い、適切な運動を行えば、誰もがより健康になれることは明らかであり、かつ医療費の削減にもつながるこ

とは明白である。しかし辻・久野（2017）の研究によると７割を占める無関心層はそもそも健康に関する情

報を自らとろうとはしない。 

 

第Ⅳ章．事例（略） 

 

１．神奈川県における「未病改善」の取り組み 

 黒岩知事は未病政策が最重要施策と表明している。その背景には、高齢化が急速に進む中、神奈川は１、
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２を争う加速度であり、県民の健康寿命を延伸し、最後まで元気でいられることは、大きな課題とトップも

認識しており、未病関連予算は 7 億円を超えている。 

（１）「未病改善でいつまでも元気に」 

１）「未病」概念誕生の背景：ジャーナリスト出身の黒岩祐治神奈川県知事は、2011 年 4 月 25 日の就任あ

いさつの中で、自らが救急救命士の制度確立の先駆けになったことに触れ、「いのち」をキーワードにした

施策展開を部局横断的に進める「いのち」プロジェクトの立ち上げを示唆した。そして 2013 年 1 月 7 日の

定例記者会見において「いのち全開宣言」を行い、高齢化の進展が著しい神奈川県において「食を通じた健

康づくり、地域からの健康づくり」を進め、「健康寿命日本一」をめざすことを宣言した。黒岩神奈川県知

事の宣言の背景には、黒岩知事会見の発言にある通り「高齢化に伴う、医療、介護費の増大が続けば財政負

担はどんどん膨らむ」との認識があった。翌 2014 年 1 月 8 日の会見では、黒岩神奈川県知事は「いのち全

開宣言」をさらに進め、「未病を治すかながわ宣言」を打ち出すことを表明した。「未病の治療」や「健康寿

命の延伸」に関する施策は、「社会システムが早晩もちこたえられない」ことからの公共政策的側面から打

ち出されたものであることがわかる。 

２）未病対策とは：「未病を治すかながわ宣言」を掲げた神奈川県では、取り組みを進めるにあたり３つの

柱を掲げて取り組みを展開する。一つ目は「食」であり、「医食農同源の考えの下、バランスの良い食生活

を送る」こと、二つ目は「運動」であり、「日常生活に運動やスポーツなどの身体活動を取り入れる」こ

と、三つめは「社会参加」であり、「人との出会い、ふれあい、交流を進める」こととした。 

（２）プロジェクト経緯 

 １）「いのちプロジェクト」黒岩知事就任あいさつ（2011 年）、２）「いのち全開宣言」（2013 年）、３）

「未病を治すかながわ宣言」（2014 年）、４）「かながわ未病改善宣言」（2016 年）。 

（３）神奈川県の未病改善の取り組み 

 １）普及啓発の手法（ⅰ．「かながわ未病改善協力制度」、ⅱ．「未病センター」、ⅲ．「未病サポーター」

養成研修）、２）未病改善の取り組み（ⅰ．啓発の取り組み（＝①普及、啓発、②場の提供）、ⅱ．「ライフ

ステージに応じた未病改善」（＝①子ども、②高校生、③未病女子）、ⅲ．「未病改善の進化」（＝「食」に

は、従前は栄養だけであったものに、「オーラルフレイル」を追記した。「運動」には、「ロコモティブシン

ドローム」、を追記し、併せて「適度な睡眠」も追記した。「睡眠」では、とりわけ子どもや、若い女性には

「睡眠」が重要な要素であることを盛り込んだ）、ⅳ．「健康寿命日本一戦略会議」（2013 年）、ⅴ．企業等

による「健康支援プログラム」（2016 年）、ⅵ.「医食農同源」） 

（４）公共政策からの栄養アプローチ 

 

２．高石市、阪南市におけるスマートウエルネスシティの取り組み 

（１）スマートウエルネスシティとは？ 

 「スマートウエルネスシティ」とは、全国 9 市の市長と学識者からなる「Smart Wellness City（スマー

トウエルネスシティ）首長研究会」が、2009 年に提唱したものであり、超高齢・人口減少社会によって生

じる様々な課題を克服するため、ウエルネス（＝健幸という字をあてている：個々人が健康かつ生きがいを

持ち、安心安全で豊かな生活を営むことのできること）をこれからのまちづくりの基本に据えた取り組みを

さすものである。 

（２）高石市におけるスマートウエルネスシティの取り組み 

１）計画策定に至った要因：高石市では、厳しい財政状況を踏まえ、2003 年から人件費の抑制など講じ、
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経費削減により年間約 20 億円の支出を抑制してきたが、高齢者の増加に伴う社会保障費、なかでも扶助費

が大きな伸びを示している。更なる高齢化の進展は、人件費や公債費などを抑制したとしても、社会保障費

が他の予算を圧迫する事が予想されることから、医療費の削減策について検討重ねてきた阪口伸六市長の発

案により、プロジェクトが進められることとなった。２）「スマートウエルネスシティたかいし」基本計画

（2012 年）。３）目標指標：①市民健康づくり事業への参加者数：1000 人以上。②日常生活における歩数

の増加：1日平均 9000 歩達成者の割合を現状の 30％から引き上げる。③医療費の抑制：国民健康保険特別

会計の保険給付費を抑制する（約２億円の抑制）。４）取り組みの背景。 

 

（３）阪南市におけるスマートウエルネスシティの取り組み（略） 

 １）取り組みのねらい、２）「健幸マイスター」（2016 年～）、３）「健幸アンバサダー」（～2016 年）  

 

３．北大阪健康医療都市（健都）の取り組み 

 北大阪健康医療都市とは、吹田市と摂津市の両市にまたがる吹田操作場跡地（貨物ターミナル）50ｈａの

内 23ｈａにまたがるまちづくりの計画である。 

（１）北大阪健康医療都市の歴史経緯 

 2006 年まちづくりのはじまり：2006 年「吹田貨物ターミナル駅（仮称）建設事業の着手合意協定書」を

締結し、跡地のまちづくりが始まった。吹田市と摂津市は、まちづくり基本計画をまとめるため、2006 年

から「吹田操車場跡地まちづくり計画委員会」を設置。2007 年にまちづくりの方向性を示した「吹田操車

場跡地まちづくり全体構想」を取りまとめ、2008 年 7 月には土地区画整理事業及び関連する都市計画道路

を都市計画決定し、2009 年には土地区画整理事業の事業認可を取得し整備が始まった。 

６）2009 年から中核施設（国立循環器病研究センター）の誘致、（市立吹田市民病院）の移転建て替え 

（２）計画と事業「健康・医療のまちづくり基本方針」（2014 年）（略） 

（３）「吹田操車場跡地まちづくり実行計画」（2015 年） 

 吹田市は、「吹田操車場跡地まちづくり実行計画」を 2015 年に策定し、計画目標年次は 2018 年度の整備

完了とした。計画対象区域は、北部大阪都市計画吹田操車場跡地土地区画整理事業施行地区、正雀下水処理

場跡地、緑の遊歩道、都市計画道路岸部中千里丘線そして都市計画道路豊中岸部線 を含む約 24ｈａであ

る。計画実施は、吹田市が主体となり、国立循環器病研究センター、市立吹田市民病院等の土地所有者等が

おこなう。主な整備内容は、①（国立循環器病研究センター）②（ＪＲ西日本の複合商業施設）③（市立吹

田市民病院）④（健康増進公園）⑤（高齢者向けウエルネス住宅）⑥（集合分譲住宅）⑦（複合医療産業拠

点（医療クラスター）⑧（健康増進遊歩道（緩衝緑地）） 

 

【図４－１】北大阪健康医療都市（健都）の範囲図 出展：吹田市（2017） 
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（４）国立研究開発法人国立循環器病研究センターの概要 

（５）地方独立行政法人市立吹田市民病院の概要 

（６）吹田市における国立循環器病研究センターの特徴ある食の取り組み「かるしおプロジェクト」 

１）減塩レシピの発明、２）外部への公開・事業化  

（７）地元とのプロジェクト「コーホート研究」 

 

４．ＵＲの健康長寿住宅プロジェクト（エイジング イン プレイス）群（略） 

（１）柏プロジェクト 

 １）豊四季台団地、２）高齢化の状況、３）柏プロジェクト、４）地域包括ケアとは、５）柏プロジェク

トの特徴、６）豊四季台における地域医療福祉拠点とは、７）施設整備ができた理由 

（２）ＵＲ江古田の杜プロジェクト 

 １）江古田プロジェクト誕生の背景、２）整備概要、３）リブインラボとは、４）リブインラボの概要、

５）江古田の杜プロジェクトの特徴 

 

第Ⅴ章．時間的枠組みモデル（年代別モデル） 

 

１．年代別モデルを考える意義 

（１）すでに述べたように、中年期から高齢期にかけてもっとも重要な問題は、「がん」と「生活習慣病」

である。 

厚生労働省の 2009 年の年齢階級死因順位を見てみると、15 歳から 39 歳までは自殺が死因の１位を占め

ているが 40 歳から 89 歳までは「悪性新生物（がん）」が一位を占めている。またそれに続く２位は 50 歳か

ら 89 歳までが心疾患であり、55 歳から 84 歳までは脳血管疾患が３位と続いている。これらの疾患はいず

れも「生活習慣病」と呼ばれ、予防すれば十分に回避することができると考えられる。 

（２）ところが、70 代はまた別の課題がでてくる。各種筋肉の衰えであり、これに対する取組として、「生

活習慣病」とは別の「筋肉トレーニング」や「良質のタンパク質の摂取」などの視点が重要となる。 

 70 代は、フレイル概念やオーラルフレイル概念が重要となってくる。これまでの要素に加味して「フレ

イル予防」を推し進め、フレイル期である虚弱化の期間を先伸ばしし、かつ、フレイル期に突入していくカ

ーブを緩やかにしていかなければならない。また、高齢者にとって適切な栄養を摂取する口は「食」にとっ

て重要な器官であると同時に、「社会参加」の基本である「人との会話」にとっても重要な器官である。そ

こで注目しなければならないのが口腔機能の維持である。日本歯科医師会では、2014 年に日本老年医学会

が虚弱化を表す言葉として提唱した「フレイル」を、歯科領域においてもあてはめ、口腔機能が虚弱した状

態を「オーラルフレイル」と位置付けた。 

（３）さらに 80 代になると、介護予防、認知症対策などでＰＰＫを目指すことが重要となってくる。 

厚生労働省の 2009 年の年齢階級死因順位で、老衰は、85 歳から 90 歳で 4 位に登場し、95 歳から 99 歳で

は 3 位、100 歳以降では 1 位である。自殺をなくしていく取り組みも含め、だれもが「ピンピンコロリ」と

天寿を全うできる社会を創ることは公共政策的観点でもきわめて重要である。 
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【図５－１】健康都市政策の枠組みモデル 展：辻・久野（2017）を基に筆者作成 
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（４）３期の年代区分モデル 

 そこで、本研究では、「生活習慣病予防期」「フレイル予防期」「介護・認知症対策期」の３期の時間的枠

組みモデルを提案し、以下分析する。 

１）生活習慣病が死因の 1位を占め始める 40 歳から 64 歳（前期高齢者以前）までを「生活習慣病予防

期」とし、不適切な生活習慣として位置づけられている「不適切な食生活」「運動不足」「ストレス過剰」

「飲酒」「喫煙」などに対する対策として、ヘルスリィテラシーの向上、減塩をはじめとする食育、安心し

て働くことのできる社会の構築、嗜好品に変わりうる新たな楽しみなどの創出を講じる予防策を列記する。

２）65 歳から 74 歳（前期高齢者以前）までを「フレイル予防期」として、生活習慣病予防期の取り組み

に、更にフレイル予防を取り入れ、フレイル状態の有無を手軽に身近なところで自身が把握できる仕組みの

構築、食ではフレイル予防に必要な蛋白質、抗酸化ビタミン、ビタミン D、葉酸などの摂取を促す取り組

み、フレイルの中核病態といわれる「サルコペニア」対策としての年齢に伴う筋肉量減少に抗う筋肉量の維

持確保策を列記する。３）75 歳（後期高齢者）からは「介護・認知症対策期」と定義し、要介護状態に陥

る原因となる転倒等の予防、認知症対策としての軽度認知障害（ＭＣＩ）の有無を身近なところで手軽に把

握できる仕組みの構築方法を列記する。 

 

２．第Ⅰ期＝生活習慣病予防期（40 歳から 64 歳）（略） 

（１）生活習慣病とは。（２）生活習慣病予防。（３）行動変容の難しさ。（４）この期のまちづくりを含む

総合政策（図参照）。 

 

３．第Ⅱ期＝フレイル予防期（65 歳から 74 歳）（略） 

（１）フレイルとは（日本老年医学会 2014 年）。（２）サルコペニアとは（ＥＷＧＳＯＰ）。（３）オーラル

フレイルとは。（４）ロコモティブシンドロームとは（日本整形外科学会 2007 年）。（５）まとめ（略）。

（６）この期のまちづくりを含む総合政策（図参照）。 

 

４．第Ⅲ期＝介護、認知症対策期（75 歳から） 

（１）地域包括ケアシステム。（２）認知症対策。（３）認知症の早期発見方法。（４）地域とのつながり

を。（５）この期のまちづくりを含む総合政策（図参照）。 

 

第Ⅵ章．空間的枠組みモデル（同心円的環境モデル） 

 

１．同心円的環境モデル 
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【図６－１】同心円空間枠組モデル 出展：筆者作成 

 時間とともに大切なのが空間的枠組みで、当該の高齢者を取り巻く、生活環境を同心円的に考えるがもっ

ともよいと考えるのでここで提案する。すなわち、人間をとりまく生活環境として、「人間」→「家（住

居）」→「サービス拠点」→「社会環境・コミュニティ」→「公園などの外部インフラ」の順に考える。 

 

２．時空間枠組みマトリックス 

 この間同心円的空間枠組みと、前章の、時間的枠組みを重ね合わせることにより、【総合図３】のよう

な、時空間枠組みマトリックスが完成する。 

 

【図６－２】時空間枠組みマトリックス 出展：筆者作成 

 

 このように、時空間マトリックスの枠組みにより、すべての「未病予防」「健康寿命延伸」政策を、

統一的に理解できることがわかる。以下、この時間・空間の枠組みにより、４つのモデル「公園と拠

点」、「住居」、「インセンティブ（健康ポイント）」、「コミュニティ」の各政策を説明する。 

 

第Ⅶ章．モデル１－まちづくり、公園、拠点づくりの参加促進インフラモデル 

 

１．まちづくりの重要性（略） 

 

２．啓蒙拠点型－神奈川県の未病センター方式 
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（１）未病センターの条件 

 「未病センター」では健康チェック、健康相談、健康の気になることについてのアドバイスが受けられる

体制が採られており、情報提供、健康づくりの拠点として「未病センター」を指定し、県民に気軽に立ち寄

ってもらう取り組みを進めている。未病センターに求められる機能としては、「未病の見える化」のための

機会の提供と共に、利用者自身による未病を改善する取組である「食」「運動」「社会参加」の支援を目的と

している。具体的には、認証要綱で定められている、機能１「身体測定、体力測定、チェックリスト等、簡

単な方法による健康状態の把握ができること（見える化）」、機能２「健康に関する相談又は助言ができるこ

と」、機能３「健康づくりに関する情報提供ができること」の３つの機能が求められる。 

【表７－１】神奈川県内 未病センターリスト 出展：神奈川県未病センターリストを基に筆者作成 

 

（２）補助はなし 

 神奈川県は申請があったものに対し、認証を与える立場から、財政的支援は一切行っていない。 

（３）優れた点－口コミ、見える化 

（４）未病サポーター養成研修 

（５）未病センターの事例 

 神奈川県内には２５の未病センターが開設されており、その設置主体は民間企業が５ヶ所、学校法人が１
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ヶ所、社会福祉協議会が１ヶ所となっており、残る１８ヶ所については何れも基礎自治体が設置主体となっ

ている。 

  ①街中型未病センター「クオール薬局」＝＞生活習慣病期 

  ②民間型未病センター（カーブス小田原）＝＞フレイル期 

  ③自治体型未病センター（逗子市）＝＞フレイル期 

 

３．ツール型（高石市） 

（１）「歩くまち」たかいし 

 先に述べたとおり、高石市では、2012 年「スマートウエルネスシティたかいし」基本計画を策定しスマ

ートウエルネスシティの根幹を「歩く」を基本とする健康のまちをめざし、「歩きたくなる、歩いてしま

う」まちづくりを進めてきた。具体的には、高齢者や歩行者優先の視点に立った道路整備を進めることや、

高石市が一定の距離を考慮したウォーキングコースの整備を進めてきた。なかでも綾園地区において通過交

通量の少ない片側２車線道路を片側１車線へと変更し、自転車道及びウォーキングスペースを確保したこと

は特筆すべきである。 

（２）わかっているけどできない 

（３）ポジティブな感情体験 

 高石市では 2014 年から２年間、市内在住及び在勤の４０歳以上を対象に 2000 人を募り、参加者には高機

能活動量計（万歩計）を配布、或いはスマートフォンユーザーには活動量が測定できるアプリをダウンロー

ドさせた。 

 

４．健都レールサイド公園と健都ライブラリー（吹田市） 

 「健都レールサイド公園」は、吹田市南部地域に不足する緑の空間を確保する目的で、旧吹田操車場跡地

の一部を吹田市が取得し、北大阪健康医療都市計画の一部として防災機能を兼ね備えた多目的広場、健康増

進広場そして「図書館機能をさらに多機能化した（仮称）健都ライブラリー」を整備するものである。健都

レールサイド公園とは「貨物ターミナル駅に隣接し、貨物列車が横を通る地形を生かした名前であり、どこ

までも続くレールが健都の目指す「健康寿命の延伸」をイメージさせるため」2017 年に命名された。 

（１）健都レールサイド公園の概要 

 1 号緑地 2300 ㎡ 複合遊具などを配置した幼児対処の広場。1 号街区公園 1500 ㎡ ボール遊びなどの

用途に供する土のグラウンド。緑の広場 8500 ㎡ 吹田市南部地域の災害拠点として防災機能を備えた公

園。健康増進広場 11700 ㎡ 健康増進に寄与する広場 

（２）（仮称）健都ライブラリーの概要 

 健康、医療、スポーツなどの専門書を充実させた図書館に併せて、健康チェック機能を提供する場、健康

カフェ、会議室、健康講座が開催でき、また雨天時などにも屋内で運動できる場として多目的ルームなどの

整備を予定している。 

（３）健康増進広場とは 

（４）健康寿命の延伸に資する公園づくり 
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【図７－１】健都レールサイド公園と健都ライブラリー ゾーニング図 出展：吹田市（2015） 

 

４．まとめ（略） 

 

第Ⅷ章．モデル２－介護予防のために必要な居住環境整備モデル（略） 

 

１．（北大阪健康医療都市）「ローレルスクエア健都 ザ・レジデンス」（生活習慣病期） 

（１）概要。（２）「健康ソフトサービス」とは。（３）健康への気づきを得て体を動かす事のできるマンシ

ョン 

 

２．柏プロジェクトモデル（フレイル予防期、介護・認知症期、地域包括ケアシステム） 

（１）住まい。（２）生活支援（見守り、食事、相談等）。（３）介護(看護)。（４）医療。（５）予防。 

 

３．中野区・江古田の杜プロジェクト（ライフステージに応じた地域内住み替え） 

（１）プロジェクト概要。（２）整備概要。１）Ａ街区、２）Ｂ街区、３）Ｃ街区。（３）ライフステージに

応じた地域内住み替え。 

 

４．「フレイル（虚弱）になりにくい居住空間」（略） 

 

第Ⅸ章．モデル３－人間行動変容・報酬モデル 

 

１．健康寿命の延伸に必要な運動（略） 

（１）運動習慣者は３割（無関心層７割問題） 

（２）行動変容にインセンティブを 

 

２．インセンティブ設計の重要性（略） 

 大阪府高石市では運動無関心層、運動不十分層と位置づけられてきた住民の多くが、インセンティブ導入
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後、3 か月目で国が推奨する毎日 8000 歩を達成する結果が出ている。 

（１）「ヘルスリテラシー」 

（２）「行動変容」 

（３）【プロセスモデル】①医学的見地に基づいた生活習慣病予防に資する食生活→②健康の見える化を行

い気づきの機会を提供する→③運動（←インセンティブ（自治体施策として））→④住民の健康寿命の延

伸。ベースとして高齢者にも生きがいと出番のある地域社会がある。 

 

３．ポイント政策の有効性＝高石市における実証分析結果 

（１）背景 

 大阪府高石市は国民健康保険の被保険者の総利用費が 1989 年には 26 億円弱であったものが、2014 年に

は 1989 年比で 2 倍になり、2015 年には 60 億円弱までの急激な伸びを示した。また 2020 年には 63 億円を

突破する可能性がある。また高齢者人口も急激な伸びを示しており、1989 年には 5700 人だったものが、

2015 年には 1 万 5000 人を超え、ほぼ 3 倍近くの増となっている。高石市の高齢化率については、2010 年に

は 22.6％だったものが、医療介護費の需要がピークを迎える 2025 年には 29.3％になる見込みである。こう

した状況を踏まえ、高石市は高齢になっても地域で元気に暮らせる社会を実現するため、2011 年、スマー

トウエルネスシティに加盟し、健康のまちづくり進めている。 

（２）健幸ポイント事業 

１）概要：高石市では 2014 年から 2016 年までの３年間、住民の日常の歩数などの健康づくりへの努力や成

果に対し、商品券などに交換することができるポイントを付与する「健幸ポイント事業」を実施した。対象

者は高石市内に在住し、2014 年度中に 40 歳以上の年齢に達する、本事業に参加を希望する市民 1000 人で

あり、申込み受付は先着順としたが希望者が多く、募集開始から 1 ヶ月規定に達したため、追加で 100 人を

募集し、抽選で 100 人を選んだ。2015 年には追加で 1000 人を募集し、トータルで 2055 人が本事業に参加

した。 

２）目的：本事業は健康で幸せな日々を市民に長く続けてもらうため、市民健康づくりを応援するものであ

り、具体的には市民が運動を行う動機づけを行うため、市民の日々の歩行や運動に対してポイントを付与す

るものである。 

３）ポイントの種類：①健康づくり教室入会時に付与される「入会したよポイント」、②健幸ポイント参加

時に渡される歩数計でカウントされる歩数に応じて付与される「がんばってますポイント」、③指定された

健康イベントに参加した際に付与される「行きましたポイント」、④ＢＭＩが減少したり、筋肉量が増加し

たら付与される「変わりましたよポイント」、⑤６か月連続で健幸ポイントを確認できた場合に付与される

「続けたよポイント」、⑥年１回の健康診断の受診が確認されれば付与される「健診受けたよポイント」、⑦

１年毎の健診データの改善がみられれば付与される「健康になったよポイント」、の７種類がある。 

 歩数に応じて付与される「がんばってますポイント」は、参加者へ配布された歩数計にてカウントし、そ

のデータを基本３ヶ月に１回、公民館などの拠点に設置されたパソコンに歩数計を接続し、データを送信す

るか、自宅のパソコンで送信する仕組みである。 

４）ポイントの報酬：ポイントは 1ポイント 1 円としてカウントされ、最大年間 2 万円分までのポイント

が、市内の商店などで利用できる「たかいし共通商品券」、株式会社ロイヤリティマーケティングが運営・

提供する共通ポイントサービス「Ｐｏｎｔａ（ポンタ）ポイント」への交換でき、又は高石市への特定の目

的を持った「教育指定寄付金」「緑化基金指定寄付金」としても活用することができる。 
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（２）健幸ポイント事業の成果 

１）参加者プロフール：参加者の 75％以上は 60 歳以上であり、女性の参加率は 70％である。高石市では

今後若年者層の取り組みが課題としている。また、本事業をスタートさせるに当たり、市では参加者の健康

意識を調査した結果を見てみると、参加以前から国が推奨する 1 日平均 8000 歩を歩いていたのは 4 割に満

たず、1 日平均 8000 歩に満たなかったのは 37％とであり、十分な運動量が確保されているのは 23％であっ

た。この数値から明らかなのは、健幸ポイント事業により運動に関心がなかった層にポイント付与というイ

ンセンティブを与えることで一定の動機付けになったことがわかった。また、健幸ポイント事業への参加の

きっかけとなったのは５割以上が「口コミ」とのことであった。 

２）効果はあった：３年間の「健幸ポイント事業」モデル実施では、住民の行動変容が見られたと同時に、

医療費の削減効果もあった。 

３）（参加者の歩数）：「参加者の歩数」が当初 1 日平均 6000 歩弱であったものが 1 年後には国の推奨の

8000 歩を超え、8500 歩以上に増加した。 

４）（健康づくり教室への入会者数）：「健康づくり教室への入会者数」は、健幸ポイント事業スタート前の

2014 年では 119 人であったものが、2016 年には 200 人に増加し、参加延べ人数は 2014 年の 9500 人から

2016 年には 40000 人弱まで増加した。 

５）（国民健康保険の特定健診の参加割合）：「国民健康保険の特定健診の参加割合」は、2014 年度が 22.7％

から 2016 年度には 34％に伸び、1 年間で 5％ずつの伸びが見られ、これも健幸ポイント事業により健康づ

く教室への入会や健康診断の受診によりポイントが付与されることが影響したと考えられる。 

６）（ポイントが付与されない高石市内スポーツ施設の年間利用者数）：「ポイントが付与されない高石市内

スポーツ施設の年間利用者数」も増加傾向にあり、前年度比 1 万人の増加があり、健幸ポイント事業が動機

づけとなり、スポーツへの関心が高まったものと考えられる。 

７）（商品券利用）：運動により獲得したポイントは、9 割以上の市民がたかいし共通商品券に交換してい

る。共通商品券同様、換金性の高いＰｏｎｔａポイントへの交換が少なかったのは、参加者の多くは高齢者

であり、そもそもＰｏｎｔａカードの所持率が低かったのではないかと考えられる。 

８）（平均換金額）：最大で 2 万円分の換金ができ、最大額を換金した市民もいたが、2015 年は参加者の年

間平均換金額は約 5000 円であった。翌 2016 年の平均換金額は 7500 円となり、運動量、とりわけ歩数の増

大により上昇した。 

９）（金額）：ポイント付与に要した金額は、2015 年度が 755 万 2260 円であり翌 2016 年度は 1046 万 1046

円となった。 

１０）（医療費上昇抑制効果）：健幸ポイント事業参加者のうち、国民健康保険加入者を対象に行った分析に

よると、健幸ポイント事業参加者の 2013 年度の医療費は年間 26.5 万円であったものが、33.6 万円に上昇し

た。一方、非参加者の 2013 年度の医療費は年間 25.9 万円であったものが 40.2 万円に上昇しており、同プロ

グラムに参加していなければ医療費が 14.3 万円の増加につながった可能性のあるものが、6.6 万円の増加に

留まったということがいえる。 

１１）（医療費上昇抑制効果１．４億円）：医療費抑制効果をシュミレーションしてみると、60 歳代の参加

者が 719 人であり、一人あたり平均 7.4 万円の削減とすると、約 5000 万円の抑制効果がみられたと考えら

れる。また 70 歳以上の参加者は 863 人であり、一人あたり平均 10 万円の削減とすると約 9000 万円の抑制

効果となり、トータルで 1.4 億円の効果が出たものと考えられる。 

１２）（ＢＭＩ値改善）：ポイント付与対象になっているＢＭＩであるが、肥満と定義づけられているＢＭＩ
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値が 25 以上の者は健幸ポイント事業の参加により割合が減少していることが確認できた。 

 以上のことから、健幸ポイント事業により、インセンティブを付与することにより、健康づくりをはじめ

とする運動への参加という行動変容にインセンティブは有効であることがわかり、かつ医療費縮減への効果

が認められた。 

（４）健幸ポイントプロジェクトから健康マイレージへ（略） 

 

４．健幸ポイントプロジェクトの全国展開（略） 

（１）スマートウエルネスシティ 

 スマートウエルネスシティは地域活性化総合特別区域計画の取り組みであり、名称は「健幸長寿社会を創

造するスマートウエルネスシティ総合特区」である。参加自治体は見附市、伊達市、新潟市、三条市、岐阜

市、高石市そして豊岡市である。 

（２）複数自治体連携型大規模健幸ポイントプロジェクト（略） 

（３）インセンティブを活用した健康施策（略） 

 

５．「報酬を用い、行動変容を起こさせるまちづくり」（略） 

 

第Ⅸ章 モデル４－社会参加促進モデル（略） 

 

１．社会参加と生きがい問題 

２．都市計画に社会参加を促進するまちづくりの視点を 

３．元気な高齢者に地域の中で活躍の場を 

４．公民連携による新たな仕掛けづくりを 

５．社会参加を促進するまちづくり 

 

第Ⅹ章．総括－高度治療都市から健康都市の構築へ 

 

１．総括（略） 

 

２．３元モデルから５元モデルへ 

 本研究では従前から言われてきた、秋山（2010）「食べる」「歩く」「人と会話する」を「食」「運動」「社

会参加」と捉えなおし考察した。高齢者の自立度の低下の主な要因は、生活習慣病を中心とする病気を原因

とするものと、加齢に伴う虚弱化（フレイル）にある。生活習慣病の予防と虚弱（フレイル）を遅らせるこ

とが、健康寿命の延伸には重要である。神奈川県では、「食」「運動」「社会参加」を三つの取り組みの柱と

し、未病改善を図ることで、健康寿命の延伸に取り組んでいる。本研究では、これに、さらに重要と思われ

る「まちづくり」「インセンティブ設計」の二者を加えて提案した。 

 

３．健康寿命の延伸を図るまちづくりに必要な３大要素（略） 

 『ポイント１【住民の医療、介護に対する考え方にパラダイムシフトを】』『ポイント２【病院の役割にパ

ラダイムシフトを】』『ポイント３【住民の健康づくり施策にパラダイムシフトを】』 
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第Ⅺ章．おわりに－堺が、単に病院がくるだけのまちから、関西を代表する健康都市にな

るための展望 

 

 本論文での、これまでの「未病改善」「健康寿命延伸」という新しい概念にもとづく健康都市づくりの理

論成果を活かし、わが堺へ以下の政策提言をおこないたい。  

（１）病院移転問題には、緩衝地帯・健康公園を含めた健康都市づくりを  

 そこで、健都などをモデルとした健康都市づくりを提案したい。  

 「単に病院がくるだけのまち」から、関西を代表する「健康都市」にする計画を目指すべきである。  

１）病院と住宅地の間には、大きな緩衝地帯をつくり、健康公園を整備する。  

２）大学や他の機関とともに、市民の健康づくりプロジェクトを推進すべきである。  

（２）泉北が誇る緑道を活かした「歩けるまち」づくりを。  

（３）住宅地内では拠点を中心とした地域包括ケア的まちづくりを。  
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